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厚生常任委員会 

 

 平成２３年６月１５日午前９時００分から第１会議室で開かれた。 

 

１．出席委員 

    ◎宮﨑 和彦      ○小林  誠     中西 和夫 

     辻  善次       里川宜志子     木田 守彦 

嶋田 議長 

 

２．理事者出席者 

    町     長  小城 利重    副 町 長  池田  

    総 務 部 長  西本 喜一    住民生活部長  乾  善亮 

福 祉 課 長  植村 俊彦    同 課 長 補 佐         中原  潤 

    国保医療課長  寺田 良信    同 課 長 補 佐         猪川 恭弘 

    環境対策課長         栗本 公生    同 課 長 補 佐         角井 敏文 

同 課 長 補 佐         峯川 敏明    住 民 課 長  清水 昭雄 

    健康対策課長  西梶 浩司    同 課 長 補 佐         増井つゆ子     

   

３．会議の書記 

    議会事務局長         藤原 伸宏    同  係  長         安藤 容子 

 

４．審査事項 

    別紙の通り 
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 開会（午前９時００分） 

 署名委員 小林委員、中西委員 

 

おはようございます。これから厚生常任委員会を開会いたします。何分私

も委員長初めてなので、スムーズに委員会が行われますよう、よろしくお願

いいたします。 

 委員会に先立ちまして、改選後初めての委員会ですので、各部長さんから

係長以上の職員の紹介をお願いしたいと思います。 

 

（ 係長以上理事者紹介 ） 

 

ありがとうございました。委員会に出席される職員以外の方は、退室して

いただいて結構です。ご苦労さまでした。 

 暫時休憩いたします。 

 

  （ 職員退室 ） 

 

 再開いたします。 

 それでは、本日の会議を開きます。 

 初めに町長の挨拶をお受けいたします。 小城町長。 

 

  （ 町長挨拶 ） 

 

 それでは、最初に本委員会の会議録署名委員を私より指名いたします。 

 署名委員に、小林委員、中西委員のお二人を指名いたします。よろしくお

願いします。 

本日予定しております審査案件は、お手元に配布しておりますとおりでご

ざいます。 

初めに、１．付議議案について、（１）議案第１８号 斑鳩町母子医療費

助成条例の一部を改正する条例についてでございます。 

まず初めに、理事者の説明を求めます。 寺田国保医療課長。 
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 それでは、６月定例会の付託議案の議案第１８号 斑鳩町母子医療費助成

条例の一部を改正する条例につきまして、ご説明を申し上げます。 

まず、議案書を朗読させていただきます。 

 

（ 議案書朗読 ） 

 

 恐れ入りますが、斑鳩町母子医療費助成条例の一部を改正する条例の末尾

にあります要旨をご覧いただけますでしょうか。 

現行の母子医療費助成につきましては、母子家庭の母子等とそれに準ずる

者が助成対象となっていますが、奈良県におきまして、平成２３年８月１日

から、その助成対象を父子家庭の父子等に拡大されることから、本条例にお

いて所要の改正を行うものであります。 

改正条例の施行日は、平成２３年８月１日としております。 

それでは、資料の２枚目の新旧対照表をもって、改正の内容をご説明させ

ていただきます。 

まず、条例の題名を「斑鳩町母子医療費助成条例」から「斑鳩町ひとり親

家庭等医療費助成条例」に改めます。 

次に第１条の目的ですが、母子家庭の母子という文言をひとり親家庭の親

子等という文言に改めます。 

次に、第２条の助成要件についてであります。現行の母子医療費助成条例

では、助成の対象を母子家庭等とそれに準ずる者となっておりましたが、今

回の改正によりまして、その対象が父子家庭の父子等に拡大されることか

ら、その助成の対象者について定義しております。 

同条第１号アにつきましては、「配偶者のない女子」が児童を扶養してい

る場合の扶養者の定義をしております。いわゆる母子家庭の母をさしていま

す。同条第１号イにつきましては、今回の対象として追加されました「父」

を定義しておりまして、「配偶者のない男子」が児童を扶養している場合の

扶養者を定義しております。いわゆる父子家庭の父を定義しています。同条

第１号ウにつきましては、さきほどのアまたはイの者に扶養されている対象

児童で、母子家庭、父子家庭の子どもをさしています。同条第１号エにつき
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ましては、「父母のない児童」をさしています。同条第１号オにつきまして

は、父母のない児童を「養育」する者に配偶者がいない場合、婚姻をしたこ

とのない場合に養育者本人も助成の対象とするものであります。 

次に、第４条の助成金の支給制限についてであります。同条第１項第１号

では、扶養者、養育者本人の所得制限を定めております。第２号では、扶養

者、養育者に配偶者があるとき、対象児童に配偶者があるときの所得制限を

定めております。第３号では、扶養者、養育者に生計を同一にする扶養義務

者等の所得制限を定義しております。 

最後に改正条例の施行までのスケジュールでございますけども、今月に現

在、母子医療費助成を受けておられる母子家庭の世帯と、児童扶養手当を受

給されておられます父子家庭の世帯に更新の手続きの案内通知を行いまし

て、そして７月広報でまた制度の周知を図り、７月から申請を受けてまいり

たいと考えております。 

以上で、斑鳩町母子医療費助成条例の一部を改正する条例につきましての

ご説明とさせていただきます。 

何とぞご審議を賜り、原案どおり可決いただきますよう、よろしくお願い

申し上げます。 

 

説明が終わりましたので、質疑等をお受けいたします。 里川委員。 

 

 これは、いいほうに改正されるということで、問題はないと思います。条

例そのもの、この議案に対して反対するものではないんですけども、ただ、

この議案を見てて、尐し疑問に思った点についてお尋ねをしたいというふう

に思います。これを読んでましたら、配偶者のないおじいちゃんとか、おば

あちゃんが孫を育ててる場合でも、これに該当するというふうに読めるわけ

なんですけども。ただね、両親に何かがあって、おじいちゃん、おばあちゃ

ん両方が揃っている状態の中で、お孫さんがかわいそうだから見てあげよう

と。おじいちゃん、おばあちゃん、もう収入もありませんし、ある程度年齢

もいっておられたら働いてもいない、けれども孫の面倒を見ようという時に

ね、何か医療費であったり、何かそういう場合の助成制度っていうのは充実

をしているのかどうか、１人やから見たげましょうと、そやけど夫婦揃って
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たらあきませんというふうな状況でもないのかなと、そういうケース、稀に

はあるかなと思うんですけどもね。何か制度として当てはめられるものはあ

るんかな、どうなんかなっていうのがちょっと思ってまして、私もちょっと

調べきれなかったので、お尋ねをしたいんですけども。 

 

 現行の母子医療費助成条例につきましては、たとえ父親や母親がおられま

しても、その方が障害等で生計を維持するのが困難である場合、医療費の助

成が受けられることになっております。 

 

 ということは、おじいちゃん、おばあちゃんの場合で、所得もあまりない

年金暮らしやけども、子どもの面倒を見ようというような形で、看ている場

合っていうのも、この医療費助成の方ではきちっと対象者として見ていただ

けるというふうに考えててよろしいんでしょうか。 

 

 そのとおりでございます。 

 

 他、ございませんか。 

 

（ な  し ） 

 

 お諮りいたします。本案については、当委員会として原案どおり可決する

ことに異議ございませんか。 

 

  （ 異議なし ） 

 

 異議なしと認めます。よって議案第１８号については、当委員会として満

場一致で可決すべきものと決しました。 

次に、陳情第４号 「たばこポイ捨て禁止条例」の策定を求める陳情書に

ついてを議題といたします。この陳情書については、皆さんすでに目を通し

ていただいているとは思いますが、まず、議会事務局長の説明を求めます。 

藤原議会事務局長。 
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 それでは陳情第４合号につきまして、陳情文書表を朗読させていただきま

す。   

 

（ 陳情文書表朗読 ） 

 

 内容につきましては別紙のとおりということで、２枚目以降に要旨をつけ

ております。それをご覧いただきたいと思います。陳情事項でございますけ

ども、法隆寺参道付近（参道、参道沿いの商店前道路、法隆寺南大門前）お

よび竜田川の竜田大橋付近（念仏橋⇔岩瀬橋）で灰皿のあるところ以外でた

ばこを吸うことの禁止、たばこのポイ捨ての禁止および灰皿のあるところ以

外でたばこを吸った者、たばこのポイ捨て者に罰則（過料）を課す「たばこ

ポイ捨て禁止条例（仮称）」の制定を陳情する。それが主たる陳情の要旨で

ございます。以下、朗読につきましては省略させていただきます。 

 

 説明が終わりましたので、それでは「ポイ捨て禁止条例」につきましては、

平成２１年６月から平成２２年１２月にかけまして、厚生常任委員会で勉強

会や視察を行い、また平成２２年８月にはアンケート調査を実施してきた経

緯がございます。委員会も改選されておりますので、前委員長の辻委員から、

勉強会等の内容についてご報告いただけたらと思います。辻委員、よろしく

お願いいたします。 辻委員。 

 

 それでは、私のほうから今日までの経緯を簡単に報告させていただきま

す。まず平成２１年２月１０日に、自治会連合会役員会と議会の懇談会の席

で、自治会連合会役員より、「環境条例があってもごみが捨てられる。その

始末は自治会がしないといけない。罰則規定がつくれないのか。」という意

見が出されまして、元委員長が「厚生常任委員会として、先進地も参考に検

討したい」ということの回答をしていただいております。 

 その後、平成２１年６月２９日の委員会終了後、ポイ捨て禁止条例等に関

する勉強会を委員会終わった後にさせていただいてます。その中で近隣市町

村の先進地の事例を学習しようということで、兵庫県明石市、篠山市とかい
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ろんな市町村の条例、また奈良県では、奈良市とか、大和郡山市、大和高田

市、橿原、五條の罰則がある市町村だけでなく、精神条例を持つ市町村も含

めて、いろんな各市町村の条例を研究さしていただいています。 

その後、平成２１年１０月２１日に滋賀県長浜市に先進地視察をさしてい

ただいてます。その中で「さわやかで清潔なまちづくり条例」について視察

する中で、罰則規定については、長浜市は罰則規定はありますけども、罰則

規定については今日まで適用事例はないという報告の中で、指導は１件あり

ましたということの報告を受けております。長浜市につきましては、罰則規

定については、あくまでも抑止効果を狙ったもので、罰則自体が目的ではな

いということでございます。一応、監視員については長浜の商店街を監視委

員をハローワークより募集されまして、緊急雇用対策の関係で、２名を募集

されてます。採用については週３日、水、土、日が監視を実施されて、その

中で特に人件費の問題が出ております。この当時は緊急雇用対策ということ

で、補助金があったということで、今現在はそのへんの施策はわかりません

けども。その中で２人の方がパトロールをされて、それも制服でパトロール

されている中で、一応そういうことでされています。長浜市につきましても

商店街、黒壁通りとかその辺の通りのところを、路面も表示しながらそうい

うふうにＰＲされている。今のところあんまりトラブルはないということを

聞いてますけども。各箇所に喫煙場所を設けられてまして、その辺の灰皿と

か、何か所かは設けてますけども、ＪＴの協力も得ながら灰皿も向こうから

されているということも聞いています。 

その後、その中で先進地を視察させてもらう中で、平成２２年４月１９日

に、前委員長より、自治会連合会会長にアンケート調査実施の協力依頼をさ

れた。それと平成２２年５月１１日に、私、改選により委員長が交替して私

のほうが委員長をさせてもらう中で、平成２２年８月３０日に、自治会連合

会と環境保全推進委員、２１５名に対し、「ポイ捨て等に関するアンケート

調査」を実施さしていただいております。 

 その後、１２月１５日に、アンケートのとりまとめの中、アンケート調査

の結果、ポイ捨に対して望ましい方法としては、どのような方法があるかと

いう質問に対しまして、「罰則規定を設けた禁止条例の制定」を回答する人

があるかという質問に対しまして、罰則規定は設けた禁止条例の制定と回答
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する人が５０．３％、続いて「マナー啓発活動の実施」が２４．９％、「美

化運動の充実」が２０．１％。その他、自由意見としても、住民が「監視」

「取り締まり」を行うようなことがあると、対象者とのトラブルに発展しか

ねないとの意見が多くあり、罰則規定を設けた禁止条例は時期尚早であると

判断し、委員会としては、今後より一層啓発に努めていただきたいという結

果になっております。 

 その結果をもとに、平成２２年１２月２４日に、自治会連合会会長にアン

ケート調査の結果を報告説明さしていただいております。その後、自治会連

合会は、平成２３年１月の新年互礼会の席で、会長のほうから調査結果の内

容を報告をされているということで聞いております。以上が簡単ですけども

今日までの経緯ということの報告とさせていただきます。以上です。 

 

 それでは、委員みなさんに、ご意見をお聞きしたいと思いますので、参考

のため、資料１も配布させていただいておりますので、ご参照いただいけた

らと思います。それでは、順番に。 里川委員。 

 

 私は、この陳情書の内容についてはね、もちろん理解もできますし、陳情

者の方の熱意もすごくお手紙いただいたり、お電話いただいたりもして、お

話聞かせていただいてまして、熱意を持っていただいている、町行政につい

ても。それは自治連合会の役員さんたちも同じだったと思うんですね。その

中で目に余るものがあって、私たちも研究をしてきたということなんです。

ですから、この陳情の願意についてはね、十分理解もできますし、私たちも

その願意については、それに沿って、今後やっていきたいというふうには思

います。ただ、すでにですね、私たちもこの委員会として継続審査をやって

おります。環境保全やごみの問題についての継続審査案件という状況があっ

て、その中で今後も検討していきたいなというふうに、私は思っている内容

なものですから、すでに勉強会もし、自治会連合会にも回答し、今後も私た

ちはこれについて、より強い啓発をしながら、私たちもこれについては研究

をさらに深めて、前向きにやっていこうというような状況に現在あるわけな

んですね。そこにこの陳情書がきたと。願意はよくわかりますし、私たちの

方向もその方向にはあるんですけども、ただ、実現の可能性というところで
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はね、じゃあすぐできるんかって言うたら、まだ今年の１月に自治会連合会

の互礼会で報告させてもらったばかりで、その後、選挙もあって改選という

ことで、今、委員会が始まったとこなんですね。でも継続として私はやって

いこうとうことで、この委員会としてまた継続審査にしようということを言

うていくわけですけども。ただ、この陳情文書の後は取り扱いだけなんです

よね。取り扱いをどうすべきなのかということに私はちょっと頭が痛いな

と。この願意は妥当だとはいうふうに思っているものの、すでにこちらも研

究をしている継続審査案件の中に含まれている要素があるという中で、この

陳情文書を単に継続という扱いにした場合、継続っていったら、次の議会の

時に結論を見い出さんとあかんという状況にもなってくると。けれども、こ

の実現の可能性というのを考えた時にはね、これまでずっと勉強してきてい

る中で、協力をしていただかなあかん環境保全推進委員さんたちが慎重論を

唱えておられるし、パトロールをどうすべきかとか、罰則どうしたらええの

かといいうところに非常に自治会長さんや環境保全推進委員さんも、もうち

ょっと慎重にというご意見をようけいただいておりますのでね。ですからご

く近い将来に実現可能かどうかっていうことになると、ちょっと難しい点も

あるのかな、もう尐し時間がかかるのかなというふうに思うんです。で、こ

の陳情文書をどう取り扱うことが一番いいのかということについては、私も

ちょっと頭を悩ませているような状況なんです。願意は妥当だと思っていま

す。でも取り扱いがね、非常に難しいなと、委員会の継続審査案件の中に、

私は、私の意見ですけどね、この間やってきたことは環境保全も入っていま

すので、継続審査案件の中に、私はもう含まれているというふうに、自分と

しては解釈しているものですから。ということは、もうすでにそういう形に

なっているということであれば、「みなし採択」ということができるのかど

うか、その辺の取り扱いの判断がちょっと難しいなというふうに、私自身は

思っているところです。というのが意見なんですが。 

 

 木田委員。 

 

 私としてはですね、こういういいことは早いことやってあげてほしいな

と。というのはね、私の親の実家が峨瀬にあります。そしたら朝行ったらで
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委員長 

 

小林委員 

 

 

 

 

すね、必ずたばこの吸殻何本かとか、紙袋に入れたごみとかね、車２台ほど

玄関の前に止めれるようになっているからね、だからそこへ必ずそれ放られ

ているような状況なんでね。そこだけやなしに、今の住んでるところでも会

社勤めの人とか、たばこ放っていったりとかいうような状況やからね。でき

たらそれに越したことないねんけど、いざ、そしたら誰がそれを監視すると

か、そういう何になってきたら、なかなかそういうことも難しいなというこ

とで。とにかく、いずれこういうことはやってほしいなという希望はありま

すねんけども、今すぐにできるかということについては、なかなかちょっと

簡単にはいかへんのと違うかなというふうには思いますねんけどもね。だか

らぜひとも私はやってほしいと、そしてやろうという気ではいてます。自分

自身はね、だからそういうことで前向きに今日というようなことではなし

に、それを沿うようにね、やっていったらいいなというふうに思います。 

 

 私の方から理事者の方へひとつだけ質問させていただきたいんですけど

も。今、これ議会がやってたんは斑鳩町全体なんですけども、地域を特定し

てっていうのはよその市町村で例あるんですか。 

 栗本環境対策課長。 

 

 罰則の内容にもよりますけども、罰金を制定されている自治体については

地域を指定するというのはあまりございませんが、行政罰である過料を課す

という条例を制定されているところにつきましては、区域を指定して、その

範囲で、もしたばこを吸っておられたら過料を徴収するというように定めら

れているところは多いです。 

 

 小林委員。 

 

 すでに１０年以上前から斑鳩町には環境保全条例、公共の場所ではごみの

ポイ捨てをしてはならないという条例があるにもかかわらず、こういう状況

ですので、私もこの陳情書の内容には賛成ですし、また、さらに環境保全条

例に過料という言葉がついていないから、精神条例にとどまっているのかな

と思ってますので、より実効性のある過料を設けた条例をより早く制定して
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委員長  

 

辻委員 

 

 

 

あげたいと思っております。昨年、私も厚生常任委員会のほうで入らせてい

ただきまして、各役員さんからのアンケートの結果が５割の方が過料には賛

成、残りの５割のが反対という結果についてはちょっと驚いたんですけど

も、５割の方がということはですね、後は、住民代表の議員さんが政治主導

じゃないですけども、方向性を、どのように町にしていきたいかという方向

性の舵取りを町議会の方があとは調節していくというか、そういう活動をし

ていけばいいというふうに思っておりますので、私はこの内容、竜田川のほ

うになっておりますけども、まずは過料を設けてその地域についてはまたこ

の方々と共に、または自治連合会と共にさらに内容を詰めて、里川委員さん

もおっしゃっておりましたけども、取り扱いについてが、難しいかなという

ふうに考えております。内容についてはもう賛成で、より早く過料をという

気持ちで私はいます。 

 

 中西委員。 

 

 私もこの陳情書については、大事な陳情書であるというふうに感じており

ます。ただ、この中で区域の指定、それと罰則の規定を挙げておられますけ

ども、これらについてはもう尐し協議が必要でないかなと思います。それと、

これはたばこのポイ捨てだけになっておりますけども、ペットの糞の問題と

か、ごみのポイ捨ての問題とかございますんで、先ほど里川委員が言われた

ように、継続審査の中でやっていただいています環境ですね、その中でそれ

をやって、その辺の協議を進めていっていただければというふうに思いま

す。取り扱いについても私も同じようにみなし採択という形でやってもらえ

たらと思います。 

 

 辻委員。 

 

 先ほどちょっと言わせてもらいまして、私も特に反対するというつもりは

ございませんので、ただ、条例をつくるのはつくれますけども、後をどうす

るかという、フォロー的な関係やと思います、これを罰則規定をしたら、取

り締まり、これもいろいろアンケートのその他意見とか書いてますけども、
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委員長 

 

 

 

 

罰則規定を設けるように賛成しましたけども、誰が、私がそれするのかちょ

っとかないませんよという内容を書かれている意見もある、個人意見、いろ

んな意見がこれ見てもらったら書いてます。いろんな意見もあります。罰則

を本来は設けてほしいと、でも誰が取り締まりするんやというふうな意見が

ほとんどでてます。その辺も、十分やっぱり周知しながら、検討しながら、

前に行った長浜市でしたら町で二人を公費で雇われてされてます。それを町

もそういうことでするのか、区域を指定してするのか、それとそういう環境

推進委員さんにお願いしながらしていくのかということになりますと、ちょ

っと環境推進委員さんといいましても、今年の５月でしたか、１４日ぐらい

に環境推進委員の委嘱式がございました。その中でいろんな意見が出ており

ます。環境推進委員さんには月１回の報告をお願いしますということで理事

者の方が町が言われて、なかなかそれもしんどいという方もえらいおられま

した。そういう中で、なおかつこういう罰則を、取り締まりをしていくのか

というのはかなり難しい問題もあるやろうし。その辺も十分に精査しなが

ら、私は罰則は反対ということはないけども、してもそういう、あとのフォ

ローがどういうふうにしていくかというのを十分検討していきたいなとい

うことで考えさしていただきます。 

また特に環境推進委員さん、この２６日ですか、ユニフォームを町のほう

で作っていただきまして、それを着てパトロール、研修を兼ねながらクリー

ンキャンペーンをしていくという催しも町のほうはされています。これから

そういうふうなＰＲを、ある程度こういう環境推進委員さんに、そういう環

境を守ってますという、ひとつのＰＲ効果をしながら町は進めていく必要が

あろうかと思いますので、私もこの趣旨はよくわかっているので、その辺の

取り扱いについてどうするかということについては、今後は十分私は勉強さ

せてほしいと考えております。よろしくお願いします。 

 

 ただ今、委員皆さんからいろいろご意見を聞かせていただきました。 

 とりまとめのため暫時休憩いたします。 

 

  （ 午前９時３９分 休憩 ） 

  （ 午前９時５２分 再開 ） 
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 それでは、再開いたします。 

厚生常任委員会の意見の取りまとめをしましたので申し上げます。 

 陳情書の分に対しましては、願意のほう、委員さん皆さんすごくわかって

おられまして、この経緯につきましては、皆さんも賛成だということです。

ただ、今後課題もかなり多く、過料･罰則の問題、また地域の指定、そして

今まで住民さんのアンケート調査による中の細かい意見のほうも勉強して

いかなければならかないということで、まだまだこれから勉強していくとい

うことで、趣旨の採択はさせていただきますので、今後まだまだ私たちもい

ろいろ勉強していかなければならないということですので、その辺につきま

してはご理解いただきたいなと思います。以上でございます。 

それでは委員の皆さん、趣旨採択ということでよろしいですか。 

 

 （ 異議なし ) 

 

 里川委員。 

 

 私も当然、趣旨採択ということでいいんですが、今委員長おっしゃられた

取りまとめの中で、あと１点だけ付け加えさせていただきたいと思います。

アンケートの調査をした時に過料を課すとか、罰則につきましては､住民の

ご意見がそこまで踏み込むのはどうかという消極的な意見がかなり多かっ

て、十分にまだ住民合意に至っていない点があるというところに私は心配を

しておりまして、今後それらも含めまして、住民合意を形成していく努力を

含めて、趣旨に沿って、委員会としては取り組んでいくべきではないかとい

うふうに思っておりますので、その点についても取りまとめをする段につき

まして、委員長報告の中にも、ぜひとも入れておいていただきたいというふ

うにも思いますので、お願いしておきます。 

 

 他にございませんか。 

 

  （ な  し ） 
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 ありがとうございました。それでは、ただ今申しあげましたとおり委員会

として委員長報告をさしていただきます。 

 続きまして、各課報告事項のほうにうつらせていただます。（１）環境保

全及びごみ減量化・資源化の推進に関することについて理事者の報告を求め

ます。 栗本環境対策課長 

 

 それでは、各課報告事項（１）の環境保全及びごみ減量化・資源化の推進

に関することにつきまして、平成２２年度のごみ・資源物の処理状況、また

本年４月から実施しております紙おむつ専用指定袋の交付状況、平成２４年

度から移行いたします可燃ごみの委託処理の進捗状況の３点につきまして、

ご報告させていただきます。 

 まず、平成２２年度のごみ・資源物の排出量、処理状況についてでありま

すが、このほどその状況がまとまりましたので、その概要をご報告申し上げ

ます。資料２－１で、ごみ排出量の種類別・月別比較をお示ししております

ので、ご参照いただきたいと思います。 

 平成２２年度、家庭系の廃棄物では、平成２１年度と比較いたしまして、

可燃ごみで約６％、不燃ごみで約８％減尐しており、逆に粗大ごみ、有害・

危険なごみにつきまして、それぞれ２％ずつ増加しております。 

 家庭系廃棄物の全体をみますと、平成２２年度では、約３，９０９ｔと前

年度と比較いたしまして６％、量にいたしまして、約２３７ｔ減尐したとこ

ろであります。減尐した理由といたしましては、可燃ごみにつきまして、平

成２１年度から実施しております生ごみ分別収集モデル世帯が増加したこ

と。また、平成２２年１０月から家庭から出る木くず・草類の分別収集を実

施したことが最も大きな要因であると分析をしております。 

 次に、２ページの家庭系資源物の排出状況であります。モデル世帯が増加

いたしました生ごみ、あるいは１０月からの家庭木くず・草類の分別収集の

実施とともに、従来から収集しているすべての資源物の排出量が増加いたし

まして、平成２２年度では、約１，０８９ｔと、前年度と比較いたしまして、

２３％、量にいたしまして、約２０５ｔ増加しております。 

 その結果、家庭系の廃棄物、資源物を合わせました総排出量は、平成２２
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年度では約４，９９８ｔで、前年度と比較いたしまして、３２ｔの減尐とほ

ぼ横ばいの状況であります。 

 平成２２年度と平成２０年度を比較いたしますと、約５％、平成２２年度

では２５０ｔ程度減尐しておりますので、まだ、判断をする段階ではありま

せんが、この５，０００ｔあたりが家庭系の排出量の最低ラインなのかどう

か、平成２３年度におきましても、そのあたりにも注目しながら、排出量の

推移を見守っていく必要があると考えているところであります。 

 次に、３ページでは、事業系、あるいは公共施設の搬入状況を記載してお

ります。まず、事業系の可燃物でありますが、平成２２年度では、約１，１

５９ｔと前年度と比較いたしまして１２％、量にいたしまして約１６１ｔ減

尐しております。 

 これは、平成２２年８月より事業系一般廃棄物の処理につきまして、指定

袋制を導入して、処理手数料を前納制にしたことによりまして、排出事業所

が、ごみ減量化を意識しはじめたことによる効果と考えているところであり

ます。また、家庭系同様、事業系につきましても、生ごみの分別搬入といっ

たことも、近い将来には導入していく必要があると考えているなか、一部の

事業所からの申し出もあり、分別された事業系の生ごみにつきまして、昨年

１２月より試験的に受け入れているところであります。 

その生ごみ、木くず・草類も合わせました事業系の総搬入量は、約１，４

２６ｔと前年度と比較いたしまして約１０％、量にいたしまして約１６１ｔ

減尐しているところであります。 

 事業系につきましては、経営者等の考え、努力といったことで、ごみ搬入

量はまだまだ減尐する余地は十分あると考えており、平成２３年度におきま

しても、訪問指導をはじめ、様々な手法を用いまして、意識啓発を継続させ

る計画であります。 

 次に、公共施設は、平成２２年度、約２２１ｔの搬入があり、前年度と比

較いたしまして１１％、量にいたしまして約２１ｔの増加となっておりま

す。役場の機密文書も平成２２年度から焼却処理から資源化処理に移行して

おり、木くず・草類も分別搬入をしておりますので、平成２０年度からみま

すと、焼却する量そのものは大きく減尐しておりますが、まだ、公共施設も

努力によりまして、減量の余地は残されているものと判断をしております。 
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 また、公共施設は、家庭や事業所の見本、模範ともなる必要がございます

ので、平成２３年度以降におきましても、ＩＳＯ環境マネジメントシステム

の運用範囲を計画的に増加させるなど、取り組みを充実させたいと考えてお

ります。以上、家庭系・事業系・公共施設を合わせました総処理量は、約６，

６４６ｔとなり、前年度と比較いたしまして３％、約１７０ｔの減尐となっ

ております。 

 当町では、住民の皆様にごみの状況をお知らせするときに、最も多かった

時期と比較いたしまして、現在、どのような状況になっているのかといった

ことで説明をしておりますが、資料２－２で、その状況をお示ししておりま

すので、簡単にご報告をさせていただきます。 

 当町のごみ排出量が最も多かったのが、平成１１年度、ごみ処理有料化導

入の前年になります。その年の家庭系の廃棄物排出量は、約７，１７６ｔで

あります。そして、平成１２年の１０月にごみ処理有料化を導入させていた

だき、それから一度も上昇することなく、ごみは減尐し、平成２２年度では、

平成１１年度と比較いたしまして４５．５％、量にいたしまして、約３，２

６７ｔ減尐しております。 

 また、資源物を含む家庭系の総排出量をみましても、平成２２年度と平成

１１年度では３２．８％、量にして約２，４３８ｔ減尐しているところであ

ります。このことから、当町では、ごみ処理有料化から１０年を経過しても、

依然、住民の方々が高い意識を持って、ごみ減量、あるいは分別にご尽力い

ただいていることが、この排出量にも現われているものいうふうに考えてい

るところであります。 

 次に、当町のこの状況が、国や県と比較して、どういった状況にあるのか

でありますが、資料２－３で、住民１人１日あたりのごみ排出量の推移、あ

るいはごみ資源化の推移をお示ししておりますので、ご参照いただきたいと

思います。国、県のデータが平成２０年度までしか公表されておりませんの

で、それとの比較になりますが、平成２２年度では、当町の住民１人１日あ

たりのごみ排出量は６３７ｇとなっております。 

 全国では、国民１人１日あたりの排出量が平成２０年度では１，０３３ｇ。

また、奈良県では９６８ｇとなっておりますので、当町の場合、かなり低い

状況で推移していることが見て取れます。 
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 一方、古紙類などの集団回収量を含みます総ごみ発生量のうち、資源化さ

れた割合、いわゆる資源化率は、当町では、平成２２年度３９．６％、発生

したごみの約４割は資源として再生利用されているところであります。 

 全国では、平成２０年度で、平均２０．３％。奈良県では平成１４．９％

の資源化率であります。 

 このことから、当町は、ごみの発生量そのものが尐なく、発生しても、焼

却したり、埋め立てたりして処分する量が尐ないということで、全国的な課

題であります最終処分場の残余容量の延命に貢献しているということがい

えます。平成２４年度からは、当町のごみ処理は、可燃ごみを含みすべてが

委託処理となり、排出量の増減が処理費用に直結してまいります。このよう

なことから、今後も減尐傾向が持続できますよう、啓発事業等を充実させて

いきたたいと考えているところであります。 

 以上が平成２２年度のごみ・資源物の処理状況であります。 

 次に、４月から３歳児以下の幼児及び要介護者等で常時紙おむつが必要な

家庭に対しまして、可燃ごみ指定袋の購入の負担を軽減するため、無料交付

しております紙おむつ専用指定袋の交付状況であります。 

 まず、３歳児以下の幼児に対しての交付状況でありますが、４月１日現在、

交付対象者１，０２３人に対し、５月末までに５９８人が交付を受けておら

れ、交付率にいたしますと５８．５％となります。 

 一方、要介護者、あるいは介護用品や日常生活用具の支給等を受けておら

れる方は４月１日現在で１，２８９人おられ、うち紙おむつ類専用指定袋の

交付を受けられている方は５月末現在で１７１人であり、交付率にいたしま

すと１３．３％となります。２歳や３歳で既におむつが取れている幼児もお

られますし、要介護者の方でも、常時紙おむつを必要としない方もおられま

す。そういったことから、交付対象者の数そのものが不透明ではありますが、

町といたしましては、交付を受けられる条件にある方には、できるだけこの

制度をご利用いただけるよう、６月号広報お知らせ版においても、再度、紙

おむつ専用指定袋交付のお知らせをしているところであります。 

 次に、紙おむつ類専用袋での排出状況でございますが、４月の早い時期に

１度だけ新聞紙でなかを覆った紙おむつ専用袋が排出され、収集しなかった

といったことがあり、排出者に直接、指導させていただいたことがございま
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した。また、紙おむつ専用袋の中身が見えることに尐し抵抗を感じるといっ

たご意見が若干の方から頂戴いたしましたが、半透明にした趣旨等を説明し

たところ、一定の理解をいただいたところであります。 

 それ以外、交付時もさほどの混雑もなく、スムーズに紙おむつ専用袋での

排出に移行できたものと考えているところであります。 

 次に、来年度、平成２４年４月より斑鳩町衛生処理場での焼却処理を廃止

し、可燃ごみを委託処理に移行いたします件につきまして、現在までの進捗

状況をご報告させていただきます。町で収集いたしました可燃ごみを効率よ

く委託業者の焼却施設まで運搬いたしますため、大型車に可燃ごみを積み替

える作業が必要となりますが、その作業につきましては、新たに積み替え施

設を建設し、行うこととしており、その施設設置につきましては、町長のご

挨拶にもありましたように、地元住民の方々のご理解、ご協力によりまして、

白石畑にございます最終処分場内で行うことが既に決まっているところで

あります。 

 その積み替え施設につきましては、平成２４年度から建設に着手し、平成

２５年度中には、新たな積み替え施設での作業を開始する予定にしておりま

して、今年度につきましては、平成２４年度からの委託処理に備え、仮設施

設の建設を行うこととしております。その仮設施設の建設を含みます施設の

建設につきましては、まもなく、基本設計に入ってまいりますが、その前に、

どのような積み替えの方法が効率的なのか、また当町では、どのような規模

の積替え施設が必要となるのかなどの基本調査を行ったところであります。 

 まず、積替えの方法につきましては、収集したごみをヤードに降ろし、重

機などで搬出車輌に積込む、通称、平面ヤード方式。また、ごみ収集車から

ごみを投入する床とごみを受ける搬出車輌の床の高さ、それぞれに段差を設

け、ごみ収集車からホッパを介まして、直接、排出車輌に投入する段差ホッ

パ方式。そして、ごみ収集車からごみをドラムに一旦貯留し、ドラムの回転

によりまして搬出車輌に積込む、ダストドラム方式といった３種類の積替え

方法が一般的に考えられる方法であります。その３種類の積替え方式を作業

効率、経済性、環境保全などから比較検討いたしました結果、ダストドラム

式が、ドラム設置といった初期投資は必要になるものの、ドラムの回転で押

し込むような形で搬出車輌に積載していきますので、積載の効率が良く、他
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の方式より運搬回数が尐なくて済み、運搬料金を含みます長期的な経済性で

みますと、他の方式より優れているという調査結果となっております。また、

ダストドラム式は、ドラムに一旦、ごみを貯留いたしますので、他の方式よ

りごみが外部に露出している時間が尐なく、臭気やごみの飛散といった環境

保全の面でも優れております。 

 このことから、量が多く、臭気も伴う可燃ごみの積替えには、ダストドラ

ム式が適していると比較検討になっています。次に、施設の規模であります

が、当町の可燃ごみは、１日あたりに平均いたしますと約１０ｔの排出量と

なっております。しかしながらごみは季節などによって変動いたしますの

で、１０ｔの処理能力では不足する時期というものがございます。 

 そういったことから、過去５年間の曜日、月ごとの搬入量の変動をデータ

化し、それから割り出しますと、当町の場合、最大２０ｔのごみを積み替え

られる施設の規模が必要であるとの結果が出ております。これらの積替え方

式の比較検討、あるいは１日あたりの処理能力などを加味し、これから基本

設計に入ってまいりますが、施設の規模といたしましては、建築面積にいた

しまして約５００平方メートル程度の施設は必要ではないかというふうに

考えているところであります。 

 なお、基本設計を委託する業者につきましては、本日、指名競争入札を行

う予定になっておりまして、今後は、本日、決定する予定の設計業者と協議

を進め、当町にふさわしい、また、環境面で地元の方々にご迷惑のかけない

施設を建設してまいりたいと考えているところであります。 

 次に、衛生処理場周辺の方々への周知状況であります。現在、幸前、高安、

高安西団地、高安睦各自治会の自治会長様あるいは自治会役員様と住民の

方々への周知の方法につきまして協議をしているところでありますが、高安

自治会につきましては、６月２５日(土)に、幸前自治会につきましては、７

月１日(金)に、それぞれ衛生処理場廃止についての住民説明会を開催するこ

とが決定しているところであります。 

 最後に、本年度の今後の日程でありますが、本日、ごみ積み替え施設全体

計画策定等業務の入札を行っております。業者が決まりましたら、施設全体

計画の作成と同時に、仮設施設の設計、測量・地質調査、都市計画申請等の

業務に着手いたします。そして、仮設施設につきましては、１０月以降建設
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に着工し、３月中旪には竣工し、４月からの作業に備えることとしていると

ころであります。今後、施設の詳細等が決まってまいりましたら、当委員会

にもご協議、ご報告を申し上げてまいりたいと考えているところでありま

す。 

以上で各課報告事項（１）環境保全及びごみ減量化・資源化の推進に関す

ることについての報告とさせていただきます。 

 

 報告が終わりましたので、質疑、ご意見があればお受けいたします。 

 木田委員。 

 

 焼却場が廃止になるのは結構なんですけれど、今、持込されてますわな。

それは来年度からも続けて、持込というのはやっていかれるのか。それとも、

それはやめるという考えでおられるのかについてお聞かせ願いたいと思い

ます。 

 

 ごみの持込の件であります。平成２４年度から可燃ごみを委託して、町で

収集いたしますごみ、あるいは事業系につきましては、もう白石畑にある最

終処分場の仮設施設で積み替えを行いますけども、一般の住民さんが持ち込

まれるごみにつきましては、最終処分場、まだ工事中でありますので、事故

の心配もあります。可燃ごみの積替え施設の建設、あるいは積替え作業が軌

道にのりますまでの間は、幸前にあります衛生処理場のほうで持ち込んでい

ただいて、持ち込まれたごみはその日のうちに最終処分場に運搬するという

計画にしているところであります。 

 

 他ございませんか。ないようですので質疑を終結いたします。 

 ここでお諮りいたします。（１）環境保全及びごみ減量化・資源化の推進

に関することについて、当委員会として、閉会中も引き続き審査を要するこ

ととして、継続審査案件の取り扱いをさせていただきたいと思いますが、ご

異議ございませんか。 

 

  （ 異議なし ） 
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 異議なしと認めます。 

 それでは、（１）環境保全及びごみ減量化・資源化の推進に関することに

つきましては、当委員会として閉会中も引き続き審査を行うことといたしま

す。議長におかれましては、継続審査の手続きをとっていただけるようお取

り計らいをお願いいたします。 

次に、（２）斑鳩町母子医療費助成条例施行規則の一部を改正する規則に

ついて、（３）斑鳩町重度心身障害老人等医療費助成要綱の一部を改正する

要綱について、（４）斑鳩町福祉医療費資金貸付要綱の一部を改正する要綱

について、一括して理事者の報告を求めます。 

 寺田国保医療課長。 

  

 それでは各課報告事項の（２）の斑鳩町母子医療費助成条例施行規則の一

部を改正する規則について、（３）の斑鳩町重度心身障害老人等医療費助成

要綱の一部を改正する要綱について、（４）の斑鳩町福祉医療費資金貸付要

綱の一部を改正する要綱につきましては、先ほどご説明申し上げ、ご承認い

ただきました議案第１８号 斑鳩町母子医療費助成条例の一部を改正する

条例の改正にともなって、改正するもので、一括してご説明を申し上げます。 

まず初めに、斑鳩町母子医療費助成条例施行規則の一部を改正する規則につ

きましては、規則の題名を「斑鳩町ひとり親家庭等医療費助成条例施行規則」

に改めます。また各条文中の文言の整理、申請書や資格証等の様式の整理等、

所要の改正を行うものであります。 

また、斑鳩町重度心身障害老人等医療費助成要綱の一部を改正する要綱、

斑鳩町福祉医療費資金貸付要綱の一部を改正する要綱につきましても、母子

医療費助成条例の改正に伴い、文言の整理等の所要の改正を行うものであり

ます。また、施行日は、いずれも改正条例の施行日と同様に平成２３年８月

１日を予定しております。 

以上、簡単ではございますが、斑鳩町母子医療費助成条例施行規則の一

部を改正する規則、斑鳩町重度心身障害老人等医療費助成要綱の一部を改

正する要綱、斑鳩町福祉医療費資金貸付要綱の一部を改正する要綱ににつ

きましてのご説明とさせていただきます。 
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 報告が終わりましたので、何か質疑、ご意見があればお受けいたします。 

 

  （ な  し ） 

 

 次に、（５）保育所の給食業務について、理事者の報告を求めます。 

 植村福祉課長。 

 

 町立保育所の給食業務のうち、調理・洗浄業務について、町立学校と同様

に民間事業者に委託する方向で検討し、準備を進めてまいりたいと考えてい

るところであります。 

 現在、保育所の給食の調理等につきましては、あわ、たつた両園で正職員

２人と臨時職員複数人を配置して行っているところでありますが、平成２２

年度には、年度途中に臨時職員が退職し、その補充人員の確保に努めたもの

の、採用しても、１～２ヶ月で退職するような事態がしばらく続くといった

ことがございました。このような状況が今後も発生した場合、給食調理等に

ついて、保育現場にも負担がかかることになると思われることから、調理等

を民間事業者に委託する方向で検討をすすめていき、人員の確保を図ること

で、給食の安定を図ってまいりたいと考えているところであります。 

 明日、６月１６日、保護者の代表も委員として出席される保育所運営委員

会を開催することとしています。この委員会において、この旨を説明させて

いただき、ご意見等をいただく予定をいたしております。今後、保護者会に

対しても説明を行い、保育所運営委員会ともどもご理解をいただくように努

めながら、その準備をすすめていきたいと考えております。また、これらの

進捗については、本委員会に随時報告してまいりたいと考えております。 

本日については、給食の民間委託について準備をすすめていくということ

をご承知いただきたいと考えまして、報告させていただいたものでございま

すので、ご理解、ご了解いただきますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 

 報告が終わりましたので、質疑、意見があればお受けいたします。 

 里川委員。 
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 まず最初に、お尋ねしたいのは、調理・洗浄業務のみを委託する、その業

者の人に保育園に来ていただいて、そこで今までどおり、町の栄養士が献立

をしたものを、そこで調理していただくという考え方でよろしいですか。 

 

 はい。いわゆる学校で言いいます自校方式というものを堅持しながら、今

おっしゃったとおりのことを念頭においております。 

 

 私は、臨時職員さんが急に辞めたりとかいうことについてはね、もうちょ

っと前にありました、臨時職員さんの賃金を急に１０％カットしたと、そう

いうところでいろいろ臨時職員さんのそういう問題では、すごく動揺があっ

て、臨時職員さんたちもやりがいをもって頑張っていただいてたけども、急

にそんなことになって、やる気がなくなってきたとか、そして、また新たに

採用するにしても時間給が安いのではないかとか、一方では、そういう問題

も一方では、はらんでいるということについては、町のほうも自覚を持って

いただきたいということ。よりよい人を確保するためには、一定のお給料と

いうもの、一定の対価が必要であるという考え方についてはきちっと持って

おいてほしいと思います。それとともにですね、正職については、もちろん

引き続きやっていただかなあかんと思います。途中で辞めていただくわけに

はいかないということになりましたら、学校のほうでやっていたように、あ

わ、たつた、どちらがどうなのかわかりませんが、順次委託をするというふ

うな考え方でよろしいのでしょうか。それとともに、現在、臨時職員でお勤

めになっている方についてはどうなるのかについて、お尋ねをしておきたい

と思います。 

 

 保育所運営委員会等のご意見等も聞くなかで、この委託の方法というのは

決定はしてまいりたいと考えておりますが、現段階で、私どもにつきまして

は、まず１園から民間委託を実施したいと考えております。その後は、その

運営状況を見た中で、ゆくゆくは２園で委託というふうに考えていきたいと

思います。そうなった場合に、まずは１園で行う場合につきましては、当然

そこで、今、正職員はあわに１人、たつたに１人おりますので、一方が民間
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委託した場合には、一方のほうへ異動ということをさせていただきたいと思

っております。また、臨時職員につきましては、雇用期間が１年ということ

でございますので、これについては、どちらかに寄せたとしても正職員だけ

ではやっていけませんから、幾人かの臨時職員の採用は考えておりますけれ

ども、全てが採用できるということではないということはご理解いただきた

いと思います。 

 

 そこのところなんですけれどもね。せっかく臨時職員といえども、安いお

給料であっても、がんばって仕事をしていただいている方の仕事をとってし

まうのではないかなということについては、私は尐し心配だなというふうに

思います。ですから、十分ご本人の希望を聞いていただきましてね、続けて

仕事をしたいという方につきましてはやっぱり採用をする、そしてまた、続

けて町のそういう臨時職員で働きたいという方については、他の業務につい

ても、仕事が、そういう今まで町に携わってきていただいた方については、

臨時職員の雇用の枠というものを紹介して、積極的にこういう仕事がありま

すというようなことも、紹介をしながら、より、せっかく一生懸命勤めてい

ただいた方の、町の子どもたちのためにがんばっていただいた方の職を奪う

ということがないように、そういう努力も町としてやっていただきたいとい

うふうに思います。よろしくお願いしたいと思います。 

   

 他、ございませんか。 

 

  （ な  し ） 

 

 なければ、（６）平成２４年度保育所保育料について、理事者の報告を求

めます。 植村福祉課長。 

 

 保育所の保育料についてであります。本町の保育料は原則として国の徴収

金の基準の８５％で設定しているところであります。このたび、国の平成２

４年度の基準が示されたところでありますが、これにより算定いたします

と、現行の本町の保育料の一部、３歳児及び４歳児以上児のそれぞれ第５階
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層から第８階層におきまして月額１００円から２００円の差、高くなるわけ

ですけれども、その差が生じることとなります。 

しかしながら、昨今の社会情勢などを考えるなか、保護者のご負担を増や

さないよう配慮することといたしまして、平成２４年度の保育料について

は、据え置くことといたしましたので、この旨報告するものでございます。 

 

 報告が終わりましたので、質疑、ご意見があればお受けいたします。 

 里川委員。 

 

 この値上げに対してましては、町長の判断によって、現状維持するという

ことにつきましては非常にありがたい、町民のみなさんにとってはありがた

い話で、結構だと思います。ただですね、これまで一般質問で幾度か取り上

げさせていただきました。保育所に２人、３人と子どもさんがおる場合の、

２人目、３人目の子どもさんが、半額になったり、無償になったりという子

育て支援がございますが、私、以前にも、申しあげましたように、途中で流

産をして続けて産みたかったけれども、産めずに４年５年とあいた方が、２

人目、３人目とお産みになった場合に、その子どもさんが、非常にご苦労な

さって出産されてるにもかかわらず、小学校へ行ったとたんに、保育料がま

た上がってしまうというなかで、他の市町村でも取扱いをしている、経過的

に小学校低学年の間までは２人目・３人目についも適用しましょうというよ

うな条例をつくって、適用している市町村もあることから、斑鳩町でもそう

いう問題について取り組んでいただけないかというご提案を、この間に一般

質問でもしてきました。現実、今年ですね、上の子が小学校に行くことにな

って、お２人預けているときのほうが安くて、結局、上の子が小学校行って、

下の子が保育園でお世話になっている、その今のほうが、おひとりを預けて

いる時のほうが保育料が高いという現状があるという訴えを私もお聞きし

ました。確かにそういう問題はどこで線を引くかという難しい問題もありま

すけれども、子育て支援ということであれば、他の市町村でもいくつか行な

っておられます。せめて、小学校低学年の間までは、２人目・３人目という

のを認めさせていただく、そのことによって、予算がどの程度、町として必

要になるのかというのは、わかりませんけれども、そういう子育て支援の仕
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方もあるということにつきまして、再度、この保育料の問題が出ましたので、

申しあげておきたいなと、研究をしていただけたらと思いますので、いかが

でしょうか。 

 

 この関係等については、いろいろと担当の課長等勉強はしています。ただ

まあ今、情勢がかわっているのは、子ども手当が、今現在出ているわけです

から。この子ども手当がどういう状況になっているのか、今、世間の情勢と

いうのは、貯金にするとか、あるいはみんなそういう話をされています。そ

ういうことの関係で、今、国としても、この震災が起こってですね、子ども

手当どうかということで議論されます。今おそらく３歳まで１万３千円、あ

とは１万円ということで、また公明党さんは児童手当を１万円にしていこう

ということもされますから。この情勢を見る中で、我々としても、この子ど

も手当の関係もいろいろとその方々おっしゃるのは、給食の滞納の方の給食

費を引いたらええのかとか、いろいろなことをおっしゃいます。しかし、相

対的には、私は経済効果を発揮するために使っていただいたらいいですけれ

ど、やっぱり貯金をされる方が多いような感じもいたしますし、そういう状

況判断を見ながら、やっぱり、担当の課長あるいは部長が最終的に決めてい

っていかざるをえないと思います。 

 

 町長のおっしゃることも、もっともな点もございます。本当に政局が不安

定であるということが、我々にとっては一番大きな問題なんですが、その動

向を見る中で、今おっしゃったように、また子育て支援につきましては、き

ちっとした柱をもって、斑鳩町として取り組んでいただくという方向をもっ

て、十分、こういう問題についても、声が上がってくれば検討をする、研究

するという姿勢をもっていただきたいということをお願いしておきます。 

 

 他にございませんか。 

 なければ、ここで休憩をとりたいと思いますので、４５分まで休憩いたし

ます。 

 

  （ 午前１０時３０分 休憩 ） 
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  （ 午前１０時４５分 再開 ） 

 

再開いたします。 

続きまして、（７）介護予防（二次予防）事業対象者の把握について、理

事者の報告を求めます。 植村福祉課長。 

 

 介護予防事業は、介護保険制度のなかで、高齢者が介護が必要となること

を予防するために行う事業であり、高齢者誰しもが参加できる一般高齢者の

事業（一次予防事業）と心身や日常生活の状況に不安がある特定高齢者の事

業（二次予防事業）の二種類があります。 

この中で、特定高齢者（二次予防）事業に参加していただく高齢者の把握

方法について、今年度から変更されることとなり、この旨報告するものであ

ります。これまでの方法は、基本的には医療保険制度等で行われる特定健康

審査等の際、医療機関におきまして、日常生活等の状況を確認する｢基本チ

ェックリスト｣の記載を行っていただき、それを確認した医師が、その判断

により必要な医療的検査を行ったうえ、特定高齢者であるか否かを判定して

いただくというような把握方法を採っておりました。 

 しかし、このような方法でありますと、特定健康審査等の受診者以外の方

からの把握があまり期待できないことから、厚生労働省より、介護保険者と

して、特定健康審査等とは切り離し、その把握に努めるよう通知があったも

のであります。そこで資料６でありますが、今年度からの二次予防事業対象

者の把握について、フロー図のように行うこととしたものであります。 

まず、要支援・要介護認定者を除く６５歳以上の高齢者全員に、｢基本チ

ェックリスト｣を送付し、高齢者に記入していただいて、それを回収いたし

ます。その後、｢基本チェックリスト｣の記入内容を分析いたしまして、二次

予防の対象に該当すると思われる方に対し、二次予防参加の案内とともに、

そのプログラム参加に係る、別のチェックリストを送付いたします。該当者

から参加の意向があった場合、そのチェックリストを分析いたしまして、医

療的な検査が不必要であれば介護予防（二次予防）事業に参加いただくこと

になります。一方、医療的な検査が必要となった場合は、医療機関での受診

券を発送し、医療機関で検査を受けていただいたのち、医師の参加できると
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の判断をいただければ、二次予防事業に参加していただくという、そういう

順番になるものであります。なお、二次予防事業では、①運動機能向上に関

するサービス、②口腔機能の向上に関するサービス、あるいは③栄養改善に

係るサービスを提供するものであります。 

まずは、６５歳以上の高齢者全員に、できれば７月頃に｢基本チェックリ

スト｣を送付することから始まりますことから、この旨、委員の皆様にご承

知をいただきたきたいと思いまして、このたび報告するものでありますので

よろしくお願いします。 

 

 報告が終わりましたので、質疑、意見があればお受けいたします。 

 里川委員。 

 

 この流れについてはより多くの方からの情報を得ていくんだということ

なんで、それは結構なんですけれども。ただですね、今、介護保険の来年４

月からの改正に向けて、いよいよ参議院のほうの、委員会のほうも、可決さ

れてきました。そんな中にあってね、要支援の軽度者の問題というのが、非

常にクローズアップされているんですけれどね、この特定高齢者のこの事業

に関しても、改正があった場合、動向がどうなっていくのかなというのが、

ちょっとこういうふうに制度かわりましたと、今こういうふうに出していて

もね、また来年からどうなるのかなという心配もあるんですけれども。介護

保険については、いろいろこれから議論も必要な部分も出てくるのかとは思

うんですけれども。ただ、この特定高齢者の事業についてはどういう見込み

なのかということだけ、ちょっと担当のほうではどう考えておられるのか。

今、これをすることはいいんですけれどもね。これ今やったけれども、来年

は違うんやということになれへんのかどうかとか。そういう問題についてち

ょっと懸念がありますので、お尋ねしておきたいなと思います。 

 

 確かに委員がおっしゃいますように、来年度のこの要支援者のサービス

と、それと、ここで言う特定高齢者のサービスについて一体化させたいとか

いう話も出ておりまして、詳細については、まだ出てきていないのが現状で

ございます。当然、例えばまた法律が通ったものの、政令や省令、あるいは
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健康対策

通知などで細かいことが出てきた際には、今、現状でやっていることとは異

なる部分も出てくる可能性ということは当然否定はできませんが、しかしな

がら、今回、チェックリストを送らせていただいて、特定高齢者を把握させ

ていただくということで、どういう方が支援を必要とされているかを把握す

るということ自身は決して無駄になるということではないと思っておりま

すので、今年については、現段階のわかっている状況のなかで進めてまいり

たいというふうに思っております。 

 

 非常に苦しい答弁をさせてしまいましてね、国のほうがこれ介護保険法

で、法律で決めてきます。で、国のほうから政省令がおりてきてというよう

な、その中で市町村がやっていかんなあかんと。非常に理不尽な感じがして、

かと言うて、非常に国の言うとおりせなあかん割には、財政負担も町もかな

りしていかなあかん、そして、ましてや今回はこの軽度者の要支援者とか特

定高齢者のこういった事業については市町村が選択できるというようなこ

とが今の改正法案にあるということの中でね、今後の動向というのは非常に

私たちも目が離せない状況なんですけども。せっかくこれやってくれはるん

やったら、斑鳩町としてはね、今後も支援が必要なお年寄りの施策っていう

ものについて、今後も後退をさせないという、町長が常日ごろから福祉は後

退させてはならないという思いで取り組んでいただいていると、常々おっし

ゃっていただいておりますが、今後その点についてこうやって広げてやって

いただいたら、その後もやはりできるだけ財政状況を見る中で対応していっ

ていただきたいということをお願いだけしておきます。 

 

 他、ございませんか。 

 

  （ な  し ） 

 

 次に、（８）大腸がん検診について、理事者の報告を求めます。 

 西梶健康対策課長。 

 

 大腸がん検診についてご報告させていただきます。 
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 現在、３５歳以上を対象に検診費用を無料とし、容器代３００円は本人負

担していただき、集団検診を実施しておりますが、厚生労働省は、平成２３

年度の新規事業として、４０歳から６０歳の５歳刻みの対象者に大腸がん検

診無料クーポン券と検診手帳を送付し受診勧奨することで、検診に要する費

用の２分の１を国庫補助することとしております。 

このことから、町におきましても子宮頸がんと乳がん検診に加え、大腸が

ん検診についても、検診費用と容器代を無料とする無料クーポン券と検診手

帳を送付し受診勧奨を行い受診率の向上に努めてまいりたいと考えており

ます。 

 無料クーポン券と検診手帳につきましては、国から様式等が示されますこ

とから、その内容がわかり次第早急に実施してまいりたいと考えておりま

す。なお、今後この事業を実施するにあたり、受診率が上がると考えられる

ことから、受診の動向をみる中で、検診に要する費用について、必要な予算

措置を講じてまいらなければならないと考えておりますので、ご理解を賜り

ますようよろしくお願い申しあげます。 

以上で大腸がん検診についての報告とさせていただきます。 

 

 報告が終わりましたので、質疑、意見があればお受けします。 里川委員。 

 

 国が２分の１補助するというというふうに言っているからやりましょう

ということなんですけどね。これまた例の如く国はね、いつまでは補助する

けど、そのあとは知らんと、後は町で考えてやりなさいという方式のもので

はないのかなと思うんですけども。国が２分の１補助するという年度につい

てはどういうふうに示されていますか。 

 

 今現在では何年度までということについては、まだ示されていませんけれ

ども、２３年度におきましては予算措置されているということです。 

 

 ２３年度については予算措置すると、その後ちょっと不透明ですけれど

も。国のやり方としては、今までからそういうふうに妊婦さんの検診にした

って、何にしたって、やれやれと旗を振って補助しますと言っても年度、期
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限付きやったり、何年までですよとかやったりで、その後、町がまた引き続

きせっかくやった事業を引き続きやらなあかんとなった時の財源の確保っ

ていうのに非常に苦労してきている問題もあると思います。それらについて

もね、十分今後整理をしながらやっていける見通しというものも含めて、や

っぱり考えながら事業進めていっていただきたいな、継続していけるのかど

うかという問題についてもきちっと考えながら進めていっていただきたい

というふうにお願いをしておきたいと思います。以上です。 

 

 他、ございませんか。 

 

  （ な  し ） 

 

 なければ、次に、（９）平成２２年度生き生きプラザ斑鳩の利用状況につ

いて、理事者の報告を求めます。 西梶健康対策課長。 

 

 平成２２年度生き生きプラザ斑鳩の利用状況についてご報告させていた

だきます。資料７をご覧ください。上段の表は、平成２２年度の４月から３

月までの利用状況をまとめたものでございます。 

 子育てルームですが、６月から１０月までと３月に１，０００人を超え、

年間１０，９５７人の利用となっており、昨年と比べて３７．９％増となっ

ています。足湯の利用は６，７１８人の利用となっており、平成２１年度よ

り約３０．８％減となっています。 

歩行浴室の利用につきましては、平成２２年７月から１日３枠の時間帯を

１枠増やし４枠としたことから、利用者数が７月から増えており、２１年度

より４１．５％多い３，４９２人となっています。また、介助浴室は年間で

４２人の利用でありましたが３９２人と増えており、現在は、毎日利用して

いただいている状況であります。また、会議室の利用率はほぼ横ばいであり

ますが、視聴覚室は、楽器の練習などに利用されるケースが増えております。

館全体の来館者は６％増の６０，７５６人となっております。 

中段に平成２１年度の利用状況を、下段の表は、平成２２年度と平成２１

年度の会議室の利用率をのせております。 
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今後も引き続き、生き生きプラザ斑鳩を活用し、より多くの方にご利用い

ただけるよう努めてまいりたいと考えております。 

以上で、平成２２年度生き生きプラザ斑鳩の利用状況についての報告とさ

せていただきます。 

 

 報告が終わりましたので、質疑、ご意見をお受けいたしますけど。 

 里川委員。 

 

 介助浴室につきましてはね、私はあまりにも尐なすぎるということを常々

申しあげてきまして、今回利用がかなり増えているなと思って、せっかくあ

るのが増えるのはいいことだなと思うんですが。これ３９２のうち、人の数

っていうんですか、実数っていうのはわかりますか。 

 

 介助浴室を利用していただいている方につきましては、今現在４組の利用

者がおられます。その方たちが利用しているということでございます。 

 

 ４組の方が割合多く利用していただきましたら、年間については一定の数

字はでてくるかなというふうには思うんですが、もっともっとできるだけ利

用していただけるように融通をきかせてほしいということも私申しあげて

きたと思うんですね、介護保険の利用やったら利用できないとかいうことと

か、そういう問題もこれまで取り上げてきましたけれども、やっぱり家の浴

室が狭かったり、そういう問題がある場合、やっぱり考慮して利用させてあ

げれる、せっかくあるものですのでね、利用させない方向よりも、どうすれ

ば利用させてあげられるかと、利用してもらえるかという方向を見出してい

ただくように、できるだけ多くの方に利用していただけるものに、今後もし

ていっていただきたいということをお願いだけしておきたいと思います。 

 

 他、よろしいですか。 

 

  （ な  し ） 
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続きまして、（１０）平成２２年度国民健康保険税の不納欠損処分につい

て、理事者の報告を求めます。 寺田国保医療課長。 

 

 それでは、平成２２年度国民健康保険税の不納欠損処分の状況についてご

報告いたします。資料８をご覧いただけますでしょうか。 平成２２年度国

民健康保険税の不納欠損事由別内訳表の一番下の行であります。 

 平成２３年３月３１日付けで、地方税法の規定に基づきまして、徴収する

ことが不能なものにつきまして、合計で３，４０３万８，２１４円の不納欠

損処分を行っております。実人数では２５８人となっております。 

 この内容を事由別にご説明申し上げますと、はじめに、地方税法第１５条

の７第５項で、これは滞納処分する財産がなく、納入する義務を消滅させた

ものであります。具体的には、執行停止をした場合、徴収金を徴収すること

ができないことが明らかであるときは、直ちに消滅させることができるもの

であります。この事由により不納欠損処分を行ったものは２人で、５５万２，

２００円となっております。次に、地方税法第１８条第１項であります。こ

れは消滅時効にかかるもので、時効（５年）により徴収権が消滅したもので

あります。この事由により不納欠損処分を行ったものは２５６人で、３，３

４８万６，０１４円となっております。 

 恐れいりますが、裏面をご覧いただけますでしょうか。この表は、平成２

２年度の不納欠損の年度別の納税者数と金額をあらわしたものであります。 

表の一番下の欄に件数と複数年次にまたがっているものがあることから

実人数を記載させていただいております。恐れいりますが、次のページをご

覧いただけますでしょうか。この表は、不納欠損の状況につきまして、平成

１７年度からの推移をあらわしたものであります。平成２２年度の不納欠損

処分額を前年度と比較しますと、平成２１年度の７，２０２万１，９６２円

に対しまして、３，７９８万３，７４８円の減となっております。 

昨年度につきましては、すでに消滅時効が到来しているにもかかわらず、

不納欠損処理をせずに残っているもの等を整理し、不納欠損処理した結果、

７千万円を越える大きな金額となりました。今年度は昨年に処理しきれなか

った分もあわせて処理をした結果、この金額となっております。 

ご存知のように、国保税につきましては、被用者保険の加入者が一定した
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所得を安定的に得られる者がほとんどであるのに対し、国保保険者はそれ以

外の者、低所得者や無職者など所得が不安定な者を多く抱えるという構造的

な問題等から収納率が低くなっておりまして、滞納の原因一つとなっていま

す。しかしながら、単に時効により不納欠損とすることは、税負担の公平性

の観点から問題がありますので、滞納整理につきましては、被保険者と接触

する機会をより多く確保し、納付相談や納付指導を密にすることが大切だと

考えております。国保税の滞納している方の中には納付能力があるにもかか

わらず、国保税を納付しない方もおられます。何度も催告を実施しても自主

的な納税がない場合は、「強制的な」手段で納税に導かなければならないと

考えております。 

 平成２２年度の差押え等の滞納処分の実施状況は、差押えで４件、交付要

求で７件で滞納額７７１万６円を処分しており、これらのうち換価または配

当のあったものは、３件で１１４万７，０５３円となっています。 

今後も不納欠損処分につきましては、ノーチェックで消滅時効を迎えるこ

とのないように、滞納者の実態を十分把握いたしまして、税負担の公平性が

損なわれることのないよう適正な処理に努めてまいりたいと考えており、委

員の皆さまにはご理解のほどよろしくお願い申し上げます。 

 

 報告が終わりましたので、質疑、意見があればお受けいたします。 

 里川委員。 

 

 ちょっと１点だけお尋ねしておきたいのは、この不納欠損をする２５８あ

るという中でですね、すでに斑鳩町にいらっしゃらないというような件数も

あるのかなと。そういうこともあってなかなか十分納税していただきにくい

状況があったりするのかなということも思うんです。住民課なんか見てまし

ても、年間に１０００以上の出入りがあって、人口がね、非常に斑鳩町の場

合も動くというようなことがあるというような状況も、私も毎年見ててびっ

くりするぐらい人口動いてるねんなっていうことも思っておりますので、ち

ょっとその数字がわかっておれば、現在、斑鳩町にはいらっしゃらないんだ

とい人数があれば教えていただきたいと思います。 
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 この実人数２５８人の中には半分近く、当然、転出、既に斑鳩町におられ

ない方もおられます。転出される時に住民課に来られますけども、その際、

当然滞納のある方につきましては、これだけ残ってますのでということで催

告をしておりますけども。そして、また転出先の市町村にも実態調査という

ことで文書で照会をかけまして、それで財産、給与が明らかな場合につきま

してはそういう処分をさせていただいております。 

 

 他、ございませんか。 

 

  （ な  し ） 

 

 それでは続きまして、（１１）平成２２年度介護保険料の不納欠損処分に

ついて、理事者の報告を求めます。 植村福祉課長。 

 

 平成２２年度の介護保険料の不納欠損処分についてであります。資料９を

ご覧いただきたいと思います。 

平成２３年３月３１日付けで、介護保険法の規定に基づいて徴収すること

が不能となった介護保険料、実人数で１５５人分、５，９６４，７００円を

欠損処分いたしましたので、ご報告を申しあげます。 

 事由については、全件、介護保険法第２００条に規定されている消滅時効

によるものであります。これらの不能欠損処分を行った者は、滞納が発生し

たときから督促状、催告状等で納付を促してまいりましたが、納付がありま

せんで、交渉等が長期化していたものであります。それらの時効成立分につ

いて、徴収権が消滅してしまったため、この度、不納欠損処分を行ったもの

でございます。 

 ２頁目をめくっていただきたいと思います。これは、平成２２年度に処分

した保険料の年度別内訳であります。今回は、１８年度、１９年度分にかか

る保険料でございます。そこで誠に申し訳ございませんが、この資料の一番

下の「実人数」というところでございますが、数の欄に「２１７」という数

字が入っておりますが、申し訳ございません、実人数は「１５５人」の誤り

でございます。訂正をいただきますよう、よろしくお願い申しあげます。「２
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１７人」というのは延べ人数でございます。申し訳ございません。 

次に３頁目でありますが、平成１７年度から２２年度までの過去６年間、

不納欠損処分を行った状況であります。平成２２年度につきましては、平成

２１年度と比較しますと、２４２万３，８５０円の増となっていますが、こ

の増加の原因は、消滅時効が到来しているものの、不納欠損処分を行わずに

今日にまで残っていたものがあったものを平成２２年度に処理したためで

あります。 

 以上、平成２２年度の介護保険料の不納欠損処分についてご報告いたしま

す。ご了解くださいますよう、よろしくお願いします。 

 

 報告が終わりましたので、質疑、意見があればお受けいたします。 

 里川委員。 

 

 介護保険料の場合はね、普通徴収の方っていうのは非常に尐なくて、特徴

がかなりの割合を占めているわけなんですね。それでもこの不納欠損をしな

ければならないというふうになっている理由の主なものっていうんですか、

施設に入って住所地が変わってとか、いろんなことがあるのかなということ

も思うんですけどね。ただまあ担当としては、一般的に特徴が多い介護保険

料であっても、こういうふうな不納欠損処分せなあかんていう一番大きな理

由っていうものについて、お尋ねしておきたいなというふうに思います。 

 

 この滞納につきましては、全て普通徴収にかかる分でございます。ご承知

かと思いますが、普通徴収の主な条件といたしますのは、その方が受けてお

られる年金の年額が１８万円以下ということ、あるいは１８万以上であって

もその年金を担保として借入金をしている場合などでございまして、やは

り、その他の方、あるいは特別徴収をしている方に比べますと、比較的年収

が尐ないのではないかと、というのが原因の１つだろうというふうに思って

おります。また６５歳になって、本来、特別徴収の対象の方なんですが、６

５歳になってしばらくの間は普通徴収で納めていただくということがござ

いますが、その方たちにつきましては、保険給付を受けないまま、過去の保

険料になってしまうということで、なかなか社会保険制度としての理解をい
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ただけないケースもあるというふうに見ているところでございます。それと

ですね、ちょっと国保と違いますのは、介護保険の場合には高齢者が多いの

で、やはり転出というよりも、ご本人さんが亡くなられる、滞納をもったま

ま亡くなられて回収が難しいという部分もあるというふうに思っておりま

す。 

 

 他、ございませんか。 

 

  （ な  し ） 

 

 続きまして、（１２）平成２２年度後期高齢者医療保険料の不納欠損処分

について、理事者の報告を求めます。 寺田国保医療課長。 

 

 それでは、平成２２年度後期高齢者医療保険料の不納欠損処分の状況につ

いてご報告いたします。 

 恐れいりますが、資料１０をご覧いただけますでしょうか。 

 平成２３年３月３１日付けで、高齢者の医療の確保に関する法律の規定に

基づきまして、徴収することが不能となった者は実人数で３人、金額で２５，

４００円となっております。 

 事由につきましては、全件、高齢者の医療の確保に関する法律第１６０条

に規定されております消滅時効による不納欠損でございます。 

これらの不納欠損処分を行った者は、滞納の発生した当初から督促状、催

告書等で納付を粘り強く促してまいりましたが、本人の病気等で納付交渉が

長期化し、納付していただけなかったもので、それらの時効完成分につきま

して徴収権が消滅したため、不納欠損処分を行ったものです。 

今後も不納欠損処分につきましては、国民健康保険税と同様、ノーチェッ

クで消滅時効を迎えることのないように、滞納者の実態を十分把握いたしま

して、税負担の公平性が損なわれることのないよう適正な処理に努めてまい

りたいと考えております。 

 

 報告が終わりましたので、質疑、意見があればお受けいたします。 
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  （ な  し ） 

 

 それでは、他に理事者の方から報告はございませんか。 植村福祉課長。 

 

 福祉課から報告いたしたいことがございます。例年、夏に実施している福

祉課所管の、身体障害者ふれあいの集い、心身障害者（児）ふれあいの集い、

一日里親の本年度の日程について、現段階の予定を申しあげたいと思いま

す。 

 まず、一日里親でありますが、７月２５日（月）を予定しています。行先

として、大阪市の海遊館、南港のなにわの時空館を予定しているところでご

ざいます。 

次に心身障害者（児）ふれあいの集いについては、８月７日～８日（日・

月）を予定しております。また、身体障害者ふれあいの集い、日帰りの分に

つきましては、８月２５日（木）を予定しております。このふたつの行先等

については、現在調整中であります。 

議長、厚生常任委員の皆様には、今年度につきましても、ぜひともご協力

いただきますようよろしくお願いをいたします。また、詳細が決まりました

らば、ご連絡を差し上げたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 

 厚生常任委員会からの参加者については、委員会終了後にご相談させてい

ただきたいと思いますので、委員皆さんには、よろしくお願いいたします。 

 他ございませんか。 

 

  （ な  し ） 

 

 以上、各課報告事項については終わります。 

 続いて、その他について各委員から質疑があればお受けいたします。 

 里川委員。 

 

 保育園のことで、尐し私気になることがございますので、質疑をさせてい
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ただきたいと思います。非常に保育園もいろいろ頑張って、子育て支援の一

環の中で、一時的保育、緊急保育、延長保育、いろいろやっていただいてま

すが。ただ一点心配なのが、正規職員と臨時職員のバランスなんですね。 

今年度で正職辞めてますね、１人定年退職で、辞めてますけれど、そうな

った時にも、よけいに、今まででも臨時職員多かったんちゃうかなと思うん

ですが、正職が定年退職迎えて辞められた。それでその後ですね、町のほう

の動向がちょっと私見えないので、今後の保育園のあり方にもかかわってく

るかなというふうには思うんですけども。ただ、正職と臨時職員のバランス

というものは非常に重要かなと思っておりますので、ここでちょっとお尋ね

したいんですが。たつた保育園、あわ保育園それぞれ正職員、臨時職員、保

育士さんですね。保育士がそれぞれ何人、今現在配置されているのかお尋ね

したいと思います。 

 

 まず、たつた保育園ですけれども、正職員につきましては９名でございま

す。内１人が育児休業中でございます。臨時保育士につきましては１１名で

ございます。あわ保育園につきましては、正職員が１１名、内１人が育児休

業中でございます。臨時保育士につきましては１７名でございます。合計い

たしますと、正職員が２０名、内２人が育児休業中、臨時保育士が２８名で

ございます。ただ、臨時保育士の中には、午前中だけの勤務を行うものが５

人含まれております。また、１日勤務でありますが、延長勤務対応、それか

ら一時預かり対応が両園合わせまして３名いると、それも含んでという数字

でご理解いただきたいと思います。それと育児休暇２人といいましたけど

も、その補充につきましてもこの臨時保育士の数字の中に入っているという

ことをご理解いただきたいと思います。 

 

 今回の一般質問の中でも同僚議員のほうからのお話もありました。大震災

の被災地で保育園で大変小さな子どもも預かっている中で、１人も被害にあ

わなかった。保育園そのものはね、被害にあってるけども、誰１人けがもし

なかった。そういう体制がつくれている、大変立派だなと、斑鳩町も何かあ

った時でもそうありたいというふうに、私はその報道を見ていて思いまし

た。けれども、今確かにね、これ午前中の対応とか、延長対応、育休対応の
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人数がありますけども、これ正職員と臨時職員、拮抗してますね。臨時職員

さんにも担任も持っていただいたりせんとあかんと思うんですけども、そん

な中にあって、保育園のほうの事務系統の問題であったり、また、研修であ

ったり、いろんな問題があった時に、どうしても正職の人が中心になってや

っていくのかな。臨時職員さんにそこまでやっていただけないとなると、こ

れぐらいの人数の割合であれば、正職員さん、保育士さんにかなり負担がか

かるのではないかなというふうな心配をしているところなんですが、これ臨

時職員さん、臨時保育士さんを上回るように保育士さんの採用について、次

年度ですね、次年度も含めまして、今後、町のほうどういうふうに考えてお

られるのか、この辺についてはせっかくの機会ですので、きちっと聞いてお

きたいというふうに思います。 

 

 保育士の関係等については、２，３年前から２名と２名採用させていただ

いた。今、里川委員もおっしゃるように、そのバランスっていうよりも、や

っぱり辞めていかれる保育士の関係の補充というのは、これはやっぱり若い

子にしていかなければいけませんし、そういうことを考えますと私はたつ

た、あわ、両合わせて２１名ぐらいが一番正職員としてやっていただくとい

う形でいいんじゃないかということで、来年度についても１名かもしくは若

干名を採用していきたいということで考えております。 

 

 ぜひそうしていただきたいというふうにお願いをしておきたいと思いま

す。大切な斑鳩町の将来を担う大切な子どもたちを預かる現場、その現場の

状況、保育士の環境、こういうものも考えあわせて、やはり採用していくと

いう考え方にたって、やっていただけるということであれば結構かと思いま

すので、ぜひお願いしたいと思います。 

それとともにですね、もう１点だけちょっと気になっていることがありま

す。原発の問題で節電が言われている中で、各交通機関なんかにもそういう

要請を国のほうからされたというような東電の方からもされてっていうこ

とも聞いておるんですが。その中でですね、関西地方においても斑鳩町の場

合はＪＲがありますので、節電をする場合にエスカレーターだとか、エレベ

ーターだとかを時間的に止めたりとかいうようなやり方をされる場合もあ
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るんですけども。バリアフリーの観点からそういう高齢者や障がいをもった

方の移動に関して影響がでるような節電という状況がないように、町として

もご留意をいただきまして、今後ちょっとそういう状況把握をしながらＪＲ

さんのほうにも要望していただきたいなというふうに思いますので、それは

お願いをしておきたいと思います。 

 

 ＪＲ法隆寺駅は人が乗らなかったら動かない、節電的なエスカレーターで

す。勘が狂いますけどもね。乗ったらすっと動きますから、えらい遅いなと

いう感じがあります。間は、乗らなかったら止まってますし、乗って初めて

動くというか、節電的なエスカレーターですし、やっぱりＪＲ側については

配慮をそりゃ当然されると思います。ただやっぱり節電というのは、なにも

東電が言ってるからやなしに、結局私は、国の節電の、やっぱり蓮舫さんが、

政令ではやっぱり言わんと、東京都知事が、石原さんがこないだ私、東京で

会合があって、そんなん政令も言わんと節電、節電って言ったかて、マスコ

ミ見て１５％やと、そんなばかなことはないやないかと。国で決めたらそう

いう方向でいかないかんやろということやけど、まったくこれマスコミとか

伝わってですね言っているだけで、橋本知事でも、なんでこんなん、われわ

れ今ごろ節電せないかんのと、関西電力がもっとしっかりしたらええやない

かということもおっしゃるんですけどもね。やっぱりそこらもっと明確にし

ていただかんと、われわれ節電しようとしたところで、どうしていくのかと

いうところを、はっきりしたことを言っていただかなかったら、中途半端な

ことを知らせたら、またこれ大変なことですし、せっかく私の方、今皆さん

方、昨年暑い時期が続いて、幼稚園に冷房ですね、とにかくこの冷房もこな

いだ４月に入札でしたが、東日本の震災で部品が届かないものやから、品物

ないと、秋以降やというから、そんなんあかんと、早くしてもらわなあかん

ということで、電気屋さんに６月のですね、もう今工事かかってますけども、

早くしてもらわんともう７月十何日ぐらい、もう夏休みやからと言って話し

をしますけどもね、そういうことをしていかなかったら、せっかく議会の皆

様方の承認をいただいてですよ、予算を執行しているんやから、そこらのこ

ともやっぱり十分にやっていかんと、これからの節電についても、もっとは

っきりと国が示すべきだと私は思っております。 
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 町長のお考えはまったくその通りだなというふうに思います。ただ、障害

を持った方や高齢者の方たちが不利益を被るようなね、外出するのを控えな

ければならなくなってしまうような、節電のやり方というものについては動

向を踏まえて、きちっと声をあげるべき時にはあげてほしいという思いがあ

りましたのでね。やっぱりエレベーターとかそういうものについては必要な

ものですので、そういうことがないようにという思いだけですので。その辺

は、町におかれてもご留意をしていっていただきたいということでお願いを

しておきます。 

 

 他、ございませんか。 

 

  （ な  し ） 

 

 ないようですので、その他についてもこれをもって終ります。 

これをもって、本日の案件についてはすべて終了いたしました。 

 なお、本日の委員会報告のまとめについては、正副委員長にご一任いただ

きたいがご異議ございませんか。 

 

  （ 異議なし ） 

 

 異議なしと認めます。 

 それでは、閉会にあたり町長の挨拶をお受けします。 

 

    （ 町長挨拶 ） 

 

 これをもって厚生常任委員会を閉会いたします。どうもお疲れさまでし

た。 

                 （ 午前１１時３２分 閉会 ） 

 

 


